
広報ひかわ 2022年 10月号5 4Hikawa Town Public Relations

みんなでつくる、より良い世界

デジタルはSDGsを実現する手段の1つ

日常生活に広がりはじめたデジ活×SDGs
さまざまなデジタル技術が生活に浸透してきている中で、それらを活用した SDGs の取り組みも広がって

きています。ここでは、全国各地で行われている先進的な事例の一部を紹介します。

今回はデジタルに関連した事例を取り上げましたが、SDGs は国や企業などの組
織だけでなく、地球に住む１人ひとりの取り組みが重要です。まずは SDGs を正
しく理解し、毎日の生活のなかから自分にできることを実行してみましょう！

▲ご意見はこちら
お問い合わせ先　総務課　行政係　☎ 0965-52-7111

暮らしに身近なものになってきた ICT・デジタ
ル技術について、さまざまな情報を発信する連載
企画「＃デジ活」。

今回のテーマは「SDGs」です。世界共通の目標
であるこの取り組みと、デジタル技術との関わり
についてお届けします。

SDGs とは、2015 年の国連サミットで採択され
た全世界の共通目標のことで、2030 年までに解決
すべき 17の目標と 169のターゲットで構成され、
「誰１人取り残さない」世界をつくることが宣言
されています。目標のなかには「貧困をなくそ
う」、「ジェンダー平等を実現しよう」、「安全な水
とトイレを世界中に」などがあります。一見する
と発展途上国への支援のようにも見えますが、日
本の子どもの 7人に 1人が貧困ということや、ジェ

ンダー平等への意識が世界と比べてまだまだ低い
水準にあるなど、実は日本でも当てはまる課題だ
といえます。
そのほかにも「働きがいや経済成長」、「住み続

けられるまちづくり」「気候変動への対策」といっ
た目標もあり、発展途上国や先進国だけではな
い、より包括的な取り組みが必要です。
SDGs は世界を変えるための壮大な目標ですが、
私たち1人ひとりにも密接に関わっているのです。

「デジタルが苦手」、「これってデジタルで解決できないの？」、「日常
でこんな悩みがある」など、皆さんが暮らしの中で感じている困りごと
をお聞かせください。

SDGs を実現するための手段の 1つとして、デジ
タル技術の活用は非常に注目されています。
例えば「DX」という取り組みは、デジタルを活

用した生活や企業の変革を表すものですが、環境
にも優しい社会をつくることができます。
これを SDGs の観点からいうと「2020 年までに、
あらゆる種類の森林の持続可能な経営を促進し、
森林減少を阻止し、劣化した森林を回復し、世界
全体で新規植林と再植林を大幅に増加させる」と
いう課題に対して、デジタル活用で紙の使用量が

減れば、結果的に森林減少を防ぐことになります。
また、DX の推進は企業などで大きなテーマに
なっている「働き方改革」につながります。最近
は、テレワークをはじめとした多様な働き方が浸
透し、通勤時間をプライベートの時間に変えられ
た人も多いでしょう。また、情報をデータ化する
ことで業務効率化につながり、結果的に働きがい
や経済成長といった目標達成につながります。
SDGs の達成に向けて、デジタルは大きな役割を
担っているといえるでしょう。

▲国連の SDGs
　アクションガイド

あらゆる年齢のすべての
人々の健康な生活を確保
し、福祉を促進する

【課題】子どもから高齢者まで、すべての人が健
　　　　康的な生活を送るための医療施設やサー
　　　　ビスを世界中に広める。
【取り組み例】
・健康診断や検診結果をデータで受け取る。
　・アプリなどで診察予約し、病院での待ち時間
　　を減らす。

誰もが平等に質の高い教
育を受けられ、生涯にわ
たってあらゆる機会に学
習できるようにする

【課題】世界では学齢期の子どもの12人に1人が
　　　　小学校に通えていないため、誰もが等し
　　　　く学べる環境を提供する必要がある。
【取り組み例】
・ICT機器の導入による学習環境の整備

　・個人の生涯の学習データを一元管理すること
　   で、学習履歴に応じた教育や行政支援を行う。

すべての人にとって包摂
的で持続可能な経済成長
と雇用、働きがいのある
仕事を促進する

人々が不平等なく活き活きと働くことが
　　　　でき、正当な報酬を得られ、雇用の拡大
　　　　と持続可能な経済成長を図る。

・紙の書類の電子化によるペーパーレス化と業　　
　　務効率化。
　・従業員のIT教育による先端技術への対応。

安全・安心で災害に強
く、持続可能で暮らしや
すいまちを実現する

地震や台風などの大規模な自然災害に備
　　　　え、健康で快適に住み続けるために、災
　　　　害に強いまちをつくる。

・災害情報をリアルタイムに受信する。
　・VRを使った避難訓練で危機的状況をリアルに
　　体験することで、防災意識を高める。


